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第一部 【企業情報】

 

第１ 【企業の概況】

 

１ 【主要な経営指標等の推移】

 

回次
第６期
第３四半期
連結累計期間

第７期
第３四半期
連結累計期間

第６期

会計期間
自　平成25年４月１日
至　平成25年12月31日

自　平成26年４月１日
至　平成26年12月31日

自　平成25年４月１日
至　平成26年３月31日

売上高 (百万円) 63,154 76,321 90,803

経常利益又は経常損失（△） (百万円) △1,754 8 2,221

当期純利益又は四半期純損失（△） (百万円) △1,718 △355 2,020

四半期包括利益又は包括利益 (百万円) △1,228 △670 2,657

純資産額 (百万円) 28,507 30,841 32,171

総資産額 (百万円) 98,375 109,431 102,302

１株当たり当期純利益金額又は四半
期純損失金額（△）

(円) △301.44 △62.45 354.29

潜在株式調整後１株当たり四半期
(当期)純利益金額

(円) ― ― ―

自己資本比率 (％) 28.8 28.0 31.2
 

　

回次
第６期
第３四半期
連結会計期間

第７期
第３四半期
連結会計期間

会計期間
自　平成25年10月１日
至　平成25年12月31日

自　平成26年10月１日
至　平成26年12月31日

１株当たり四半期純利益金額又
は　　四半期純損失金額（△）

(円) △176.08 32.51
 

(注) １　当社は四半期連結財務諸表を作成していますので、提出会社の主要な経営指標等の推移については記載して

いません。

２　売上高には、消費税等は含まれていません。

３　第６期第３四半期連結累計期間及び第７期第３四半期連結累計期間の「潜在株式調整後１株当たり四半期純

利益金額」については、１株当たり四半期純損失であり、また潜在株式が存在しないため記載していませ

ん。

４　第６期の「潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額」については、潜在株式が存在しないため記載してい

ません。

 

２ 【事業の内容】

当第３四半期連結累計期間において、当社グループ（当社及び当社の関係会社）が営む事業の内容について、重要

な変更はありません。また、主要な関係会社についても異動はありません。
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第２ 【事業の状況】

 

１ 【事業等のリスク】

当第３四半期連結累計期間において、新たに発生した事業等のリスクはありません。また、前事業年度の有価証券

報告書に記載した事業等のリスクについて重要な変更はありません。

 

２ 【経営上の重要な契約等】

当第３四半期連結会計期間において、経営上の重要な契約等の決定又は締結等はありません。

 

３ 【財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

(1) 業績の状況

当第３四半期連結累計期間におけるわが国経済は、政府の各種経済政策の効果もあって、企業収益や雇用情勢の

改善、設備投資の増加等、緩やかな回復基調にあるものの、消費税増税後の個人消費の停滞や不安定な国際情勢と

いった懸念材料により本格的な回復には至らず、先行きは不透明な状況が続いています。

建設業界におきましては、技術者不足に起因する労務単価の上昇や建設資材価格の高止まりの影響により依然と

して厳しい経営環境が続いていますが、緩やかな景気回復基調による民間投資と堅調に推移する公共投資を背景に

建設市場は活性化の気配を見せ始めています。

このような状況のもと、当社グループの当第３四半期連結累計期間における業績は、受注高は67,701百万円（前

年同四半期比10.8％減）、売上高は76,321百万円（前年同四半期比20.8％増）となりました。

収益面につきましては、営業利益261百万円（前年同四半期は営業損失324百万円）、経常利益は8百万円（前年

同四半期は経常損失1,754百万円）、四半期純損失は355百万円（前年同四半期は四半期純損失1,718百万円）の計

上となりました。

 

なお、セグメントの業績は、次のとおりであります。（セグメントの業績については、セグメント間の内部売上

高等を含めて記載しています。）

 

（鉄構セグメント）

鉄構セグメントにおきましては、売上高は36,170百万円（前年同四半期比20.6％増）となりました。収益面で

は、鋼製橋梁工事及び建築鉄骨等の大型案件における利益率が悪化したことの影響が大きく、コスト削減や生産性

の向上などに積極的に取り組みましたが、営業損失1,018百万円（前年同四半期は営業利益194百万円）の計上とな

りました。

（土木セグメント）

土木セグメントにおきましては、ＰＣ橋梁工事の施工が概ね堅調に推移したことにより、売上高は19,739百万円

（前年同四半期比3.7％増）となりました。収益面では、原価管理の徹底により採算は改善に向かい、営業利益は

396百万円（前年同四半期比48.7％増）となりました。
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（建築セグメント）

建築セグメントにおきましては、年度繰越工事高が多かったことや非住宅系建物の施工高が順調に推移したこと

により、売上高は13,147百万円（前年同四半期比66.5％増）となりました。収益面では、受注環境の好転に加え、

継続的なコスト削減により利益率の改善が進んだことで、営業利益は1,252百万円（前年同四半期は営業損失123百

万円）となりました。

（その他）

その他におきましては、売上高は8,514百万円（前年同四半期比17.2％増）と前年実績に比べ増収となりまし

た。収益面では、連結各社の売上が堅調に推移したことや航空運送事業の採算性が改善されたことにより、営業利

益は670百万円（前年同四半期比95.2％増）となりました。

 

(2) 資産、負債、純資産の状況

当第３四半期連結会計期間における「資産の部」は、109,431百万円となり前連結会計年度末に比べ7,128百万円

（＋7.0％）増加しました。これは主に、受取手形・完成工事未収入金等が4,845百万円増加したことによるもので

あります。

　また、「負債の部」は、78,589百万円となり前連結会計年度末に比べ8,458百万円（＋12.1％）増加しました。

これは主に、支払手形・工事未払金等が4,128百万円増加し、また長期運転資金の調達のため長期借入金が3,267百

万円増加したことによるものであります。

　一方、「純資産の部」は、30,841百万円となり前連結会計年度末に比べ1,329百万円（△4.1％）減少しました。

これは主に、利益剰余金が1,001百万円減少したことによるものであります。この結果、自己資本比率は前期末の

31.2％から28.0％となりました。

 

(3) 事業上及び財務上の対処すべき課題

当第３四半期連結累計期間において新たに発生した事業上及び財務上の対処すべき課題はありません。

なお、当社は財務及び事業の方針の決定を支配する者の在り方に関する基本方針を定めており、その内容等は次

のとおりであります。

 

株式会社の支配に関する基本方針

① 基本方針の内容の概要

当社は、金融商品取引所に株式を上場している者として、市場における当社株式の自由な取引を尊重いたしま

す。従って、当社は当社経営の支配権の移転を伴うような買付提案等に応じるかどうかの判断も、最終的には株

主全体の自由な意思に基づき行われるべきものと考えています。

しかし、当社株式の大規模買付行為等の中には、その目的等からみて株主に株式売却を事実上強要するおそれ

のあるもの、会社や株主に対して買付に係る提案内容や代替案等を検討するための十分な時間や情報を与えない

等、当社の企業価値及び株主共同の利益を毀損するおそれをもたらすものも想定されます。

当社は、このような企業価値及び株主共同の利益を毀損するおそれのある不適切な大規模買付行為等を行う者

は、当社の財務及び事業の方針の決定を支配する者としては適切ではないと考えています。
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② 基本方針実現のための取組みの概要

 (a)当社の財産の有効な活用、適切な企業集団の形成その他の会社支配に関する基本方針の実現に資する特別な

取組み

当社は、会社支配に関する基本方針の実現に資する特別な取組みについて、グループの経営資源の有効活用

とシナジーの徹底的追求により経営の効率化を推進し、並びに効率性の向上、健全性の確保、透明性の向上を

図るコーポレート・ガバナンス体制の確立に向けた活動をしています。これらの取組みは、上記の基本方針の

実現に資するものと考えています。

(b)会社支配に関する基本方針に照らして不適切な者によって当社の財務及び事業の方針の決定が支配されるこ

とを防止するための取組み

当社は、平成24年６月28日開催の当社定時株主総会において「当社株式等の大規模買付行為へのプラン（買

収防衛策）」（以下、「本プラン」という。）の継続を決議しています。　　　　　

　本プランは、大規模買付行為に対するルールとして、特定株主グループの議決権割合を20％以上とすること

を目的とする当社株式等の買付行為、及び結果として特定株主グループの議決権割合が20％以上となる当社株

式等の買付行為並びにこれに類する行為を行おうとする者に対して、（ⅰ）事前に取締役会に対して必要かつ

十分な情報を提供すること、（ⅱ）その後当社取締役会がその買付行為を評価、検討、交渉、意見形成、代替

案立案のための期間を設けることを要請するものであります。このルールが遵守されない場合には、具体的な

買付方法の如何にかかわらず、取締役会は、当社の企業価値及び株主共同の利益を守ることを目的として、会

社法その他の法律及び当社定款が定めた対抗措置をとり、大規模買付行為に対抗する場合があります。

③ 具体的取組みに対する当社取締役の判断及びその理由

上記②(a)に記載した当社の財産の有効な活用、適切な企業集団の形成その他の会社支配に関する基本方針の

実現に資する特別な取組みは、当社の企業価値及び株主共同の利益を向上させるための具体的方策であり、上記

の基本方針に沿うものであります。

また、上記②(b)に記載した本プランも、企業価値及び株主共同の利益を確保・向上させる目的をもって導入

されたものであり、上記の基本方針に沿うものです。特に、本プランは、（ⅰ）当社取締役会から独立した組織

として独立委員会を設置し、対抗措置の発動・不発動の判断の際には取締役会がこれを必ず諮問することとなっ

ていること、（ⅱ）独立委員会は当社の費用で独立した第三者である専門家等を利用することができるとされて

いること、（ⅲ）本プランの有効期間は３年であり、その継続については株主の皆様のご承認をいただくことに

なっていること等、その内容において公正性・客観性が担保される工夫がなされている点において、企業価値ひ

いては株主共同の利益に資するものであり、当社役員の地位の維持を目的とするものではありません。

なお、本プランの３年という有効期間とは、平成24年６月の定時株主総会終結の時から３年以内に終了する事

業年度のうち最終のものに関する平成27年６月開催予定の定時株主総会終結の時までを指しています。

 

(4) 研究開発活動

当第３四半期連結累計期間におけるグループ全体の研究開発活動の金額は、329百万円であります。なお、当第

３四半期連結累計期間において、当社グループの研究開発活動の状況に重要な変更はありません。

 

(注)　「第２　事業の状況」における各事項の記載については、消費税等抜きの金額で表示しています。

また、文中の将来に関する事項は、当第３四半期連結会計期間の末日現在において当社グループ（当社及び連

結子会社）が判断したものであります。
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第３ 【提出会社の状況】

 

１ 【株式等の状況】

(1) 【株式の総数等】

① 【株式の総数】

 

種類 発行可能株式総数(株)

普通株式 20,000,000

計 20,000,000
 

 

② 【発行済株式】

 

種類
第３四半期会計期間
末現在発行数(株)
(平成26年12月31日)

提出日現在
発行数(株)

(平成27年２月13日)

上場金融商品取引所
名又は登録認可金融
商品取引業協会名

内容

普通株式 5,781,070 5,781,070
東京証券取引所
(市場第一部)

単元株式数
100株

計 5,781,070 5,781,070 ― ―
 

 

(2) 【新株予約権等の状況】

該当事項はありません。

 

(3) 【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

該当事項はありません。

 

(4) 【ライツプランの内容】

該当事項はありません。

 

(5) 【発行済株式総数、資本金等の推移】

年月日
発行済株式
総数増減数
(千株)

発行済株式
総数残高
(千株)

資本金増減額
(百万円)

資本金残高
(百万円)

資本準備金
増減額
(百万円)

資本準備金
残高
(百万円)

平成26年10月１日～
平成26年12月31日

― 5,781 ― 5,000 ― 7,001
 

 

(6) 【大株主の状況】

当四半期会計期間は第３四半期会計期間であるため、記載事項はありません。
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(7) 【議決権の状況】

当第３四半期会計期間末日現在の「議決権の状況」については、株主名簿の記載内容が確認できないため、記載

することができないことから、直前の基準日（平成26年９月30日）に基づく株主名簿による記載をしています。

① 【発行済株式】

平成26年９月30日現在

区分 株式数(株) 議決権の数(個) 内容

無議決権株式 ― ― ―

議決権制限株式(自己株式等) ― ― ―

議決権制限株式(その他) ― ― ―

完全議決権株式(自己株式等)

(自己保有株式)
普通株式   　 5,600

― 単元株式100株

(相互保有株式)
普通株式     81,200

― 同上

完全議決権株式(その他) 普通株式　 5,634,000 56,340 同上

単元未満株式 普通株式     60,270 ― １単元(100株)未満の株式

発行済株式総数 5,781,070 ― ―

総株主の議決権 ― 56,340 ―
 

 

② 【自己株式等】

平成26年９月30日現在

所有者の氏名
又は名称

所有者の住所
自己名義
所有株式数
(株)

他人名義
所有株式数
(株)

所有株式数
の合計
(株)

発行済株式
総数に対する
所有株式数
の割合(％)

(自己保有株式)
川田テクノロジーズ
株式会社

富山県南砺市
苗島4610番地

 
5,600

 
―

 
5,600

 
0.10

(相互保有株式)
富士前鋼業株式会社

東京都北区滝野川
１丁目３番11号

 
81,200

 
―

 
81,200

 
1.40

計 ― 86,800 ― 86,800 1.50
 

 

２ 【役員の状況】

該当事項はありません。
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第４ 【経理の状況】

 

１．四半期連結財務諸表の作成方法について

当社の四半期連結財務諸表は、「四半期連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」(平成19年内閣府令

第64号)に準拠して作成し、「建設業法施行規則」(昭和24年建設省令第14号)に準じて記載しています。

 

 

２．監査証明について

当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、第３四半期連結会計期間(平成26年10月１日から平成

26年12月31日まで)及び第３四半期連結累計期間(平成26年４月１日から平成26年12月31日まで)に係る四半期連結財務

諸表について、太陽有限責任監査法人による四半期レビューを受けています。
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１ 【四半期連結財務諸表】

(1) 【四半期連結貸借対照表】

           (単位：百万円)

          
前連結会計年度
(平成26年３月31日)

当第３四半期連結会計期間
(平成26年12月31日)

資産の部   

 流動資産   

  現金預金 5,710 5,443

  受取手形・完成工事未収入金等 41,462 ※2  46,308

  未成工事支出金 725 831

  その他のたな卸資産 531 522

  繰延税金資産 51 48

  その他 1,836 4,347

  貸倒引当金 △49 △61

  流動資産合計 50,268 57,440

 固定資産   

  有形固定資産   

   建物・構築物（純額） 4,758 4,618

   機械、運搬具及び工具器具備品（純額） 1,255 1,483

   航空機（純額） 1,486 1,284

   土地 16,585 16,585

   リース資産（純額） 2,492 2,486

   建設仮勘定 152 344

   有形固定資産合計 26,731 26,803

  無形固定資産 673 629

  投資その他の資産   

   投資有価証券 998 1,286

   関係会社株式 21,843 21,502

   長期貸付金 440 432

   その他 2,200 2,187

   貸倒引当金 △853 △850

   投資その他の資産合計 24,628 24,558

  固定資産合計 52,033 51,990

 資産合計 102,302 109,431
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           (単位：百万円)

          
前連結会計年度
(平成26年３月31日)

当第３四半期連結会計期間
(平成26年12月31日)

負債の部   

 流動負債   

  支払手形・工事未払金等 23,063 ※2  27,192

  短期借入金 11,775 12,621

  1年内返済予定の長期借入金 5,980 7,402

  1年内償還予定の社債 400 490

  リース債務 503 923

  未払法人税等 403 147

  未成工事受入金 3,669 2,263

  賞与引当金 989 517

  完成工事補償引当金 57 37

  工事損失引当金 2,017 1,501

  損害補償損失引当金 23 23

  資産除去債務 5 -

  その他 2,324 2,613

  流動負債合計 51,213 55,734

 固定負債   

  社債 1,025 1,310

  長期借入金 9,835 13,103

  リース債務 2,077 1,648

  繰延税金負債 32 197

  再評価に係る繰延税金負債 1,936 1,936

  役員退職慰労引当金 287 309

  退職給付に係る負債 3,313 3,793

  資産除去債務 150 150

  負ののれん 248 233

  その他 11 172

  固定負債合計 18,917 22,855

 負債合計 70,131 78,589

純資産の部   

 株主資本   

  資本金 5,000 5,000

  資本剰余金 10,364 10,364

  利益剰余金 15,542 14,541

  自己株式 △269 △275

  株主資本合計 30,638 29,630

 その他の包括利益累計額   

  その他有価証券評価差額金 385 555

  土地再評価差額金 520 520

  為替換算調整勘定 589 448

  退職給付に係る調整累計額 △176 △564

  その他の包括利益累計額合計 1,319 958

 少数株主持分 213 251

 純資産合計 32,171 30,841

負債純資産合計 102,302 109,431
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(2) 【四半期連結損益計算書及び四半期連結包括利益計算書】

【四半期連結損益計算書】

【第３四半期連結累計期間】

           (単位：百万円)

          前第３四半期連結累計期間
(自 平成25年４月１日
　至 平成25年12月31日)

当第３四半期連結累計期間
(自 平成26年４月１日
　至 平成26年12月31日)

売上高 63,154 76,321

売上原価 59,270 71,629

売上総利益 3,884 4,692

販売費及び一般管理費 4,208 4,430

営業利益又は営業損失（△） △324 261

営業外収益   

 受取利息 7 6

 受取配当金 31 29

 受取賃貸料 137 127

 負ののれん償却額 15 15

 持分法による投資利益 - 477

 その他 115 146

 営業外収益合計 307 804

営業外費用   

 支払利息 557 583

 賃貸費用 374 394

 持分法による投資損失 722 -

 その他 82 80

 営業外費用合計 1,737 1,058

経常利益又は経常損失（△） △1,754 8

特別利益   

 固定資産売却益 4 17

 損害補償損失引当金戻入額 154 -

 受取補償金 85 -

 その他 6 0

 特別利益合計 250 18

特別損失   

 固定資産除却損 6 19

 関係会社出資金評価損 6 -

 その他 0 0

 特別損失合計 14 20

税金等調整前四半期純利益又は税金等調整前四半期
純損失（△）

△1,518 5

法人税、住民税及び事業税 153 286

法人税等調整額 40 32

法人税等合計 193 319

少数株主損益調整前四半期純損失（△） △1,712 △313

少数株主利益 6 42

四半期純損失（△） △1,718 △355
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【四半期連結包括利益計算書】

【第３四半期連結累計期間】

           (単位：百万円)

          前第３四半期連結累計期間
(自 平成25年４月１日
　至 平成25年12月31日)

当第３四半期連結累計期間
(自 平成26年４月１日
　至 平成26年12月31日)

少数株主損益調整前四半期純損失（△） △1,712 △313

その他の包括利益   

 その他有価証券評価差額金 62 195

 退職給付に係る調整額 - △10

 持分法適用会社に対する持分相当額 421 △542

 その他の包括利益合計 483 △356

四半期包括利益 △1,228 △670

（内訳）   

 親会社株主に係る四半期包括利益 △1,235 △716

 少数株主に係る四半期包括利益 7 46
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【注記事項】

(連結の範囲又は持分法適用の範囲の変更)

当第３四半期連結累計期間
(自 平成26年４月１日 至 平成26年12月31日)

該当事項はありません。

 
 

 

 

(会計方針の変更等)

当第３四半期連結累計期間
(自 平成26年４月１日 至 平成26年12月31日)

(会計方針の変更)　

　「退職給付に関する会計基準」（企業会計基準第26号　平成24年５月17日。以下「退職給付会計基準」とい

う。）及び「退職給付に関する会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第25号　平成24年５月17日。以下

「退職給付適用指針」という。）を、退職給付会計基準第35項本文及び退職給付適用指針第67項本文に掲げられ

た定めについて第１四半期連結会計期間より適用し、退職給付債務及び勤務費用の計算方法を見直し、退職給付

見込額の期間帰属方法を期間定額基準から給付算定式基準へ変更するとともに、割引率の決定方法を割引率決定

の基礎となる債券の期間について従業員の平均残存勤務期間に近似した年数を基礎に決定する方法から退職給付

の支払見込期間及び支払見込期間ごとの金額を反映した単一の加重平均割引率を使用する方法へ変更しまし

た。　

　退職給付会計基準等の適用については、退職給付会計基準第37項に定める経過的な取扱いに従って、当第３四

半期連結累計期間の期首において、退職給付債務及び勤務費用の計算方法の変更に伴う影響額を利益剰余金に加

減しています。

　この結果、当第３四半期連結累計期間の期首の退職給付に係る負債が349百万円増加し、利益剰余金が474百万

円減少しています。また、当第３四半期連結累計期間の営業利益、経常利益及び税金等調整前四半期純利益に与

える影響は軽微であります。

 
 

 

(四半期連結財務諸表の作成にあたり適用した特有の会計処理)

当第３四半期連結累計期間
(自 平成26年４月１日 至 平成26年12月31日)

該当事項はありません。
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(四半期連結貸借対照表関係)

　１ 保証債務

連結会社以外の会社の金融機関等からの借入に対し、債務保証を行っています。

前連結会計年度
(平成26年３月31日)

当第３四半期連結会計期間
(平成26年12月31日)

富士前商事㈱ 350百万円 富士前商事㈱ 350百万円
 

 

※２　四半期連結会計期間末日満期手形の会計処理については、手形交換日をもって決済処理しています。

なお、当第３四半期連結会計期間末日が金融機関の休日であったため、次の四半期連結会計期間末日満期手形

が、四半期連結会計期間末日残高に含まれています。

 
前連結会計年度
(平成26年３月31日)

当第３四半期連結会計期間
(平成26年12月31日)

受取手形 ―百万円 30百万円

支払手形 ―　〃 10　〃
 

 

(四半期連結キャッシュ・フロー計算書関係)

当第３四半期連結累計期間に係る四半期連結キャッシュ・フロー計算書は作成していません。なお、第３四半

期連結累計期間に係る減価償却費（のれんを除く無形固定資産に係る償却費を含む。）及び負ののれんの償却額

は、次のとおりであります。

 
前第３四半期連結累計期間
（自　平成25年４月１日
　　至　平成25年12月31日）

当第３四半期連結累計期間
(自　平成26年４月１日
 　至　平成26年12月31日）

減価償却費 1,656百万円 1,633百万円

負ののれんの償却額 △14　〃 △14　〃
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(株主資本等関係)

Ⅰ 前第３四半期連結累計期間(自 平成25年４月１日 至 平成25年12月31日)

 

１．配当金支払額

決議 株式の種類
配当金の総額
(百万円)

１株当たり
配当額(円)

基準日 効力発生日 配当の原資

平成25年６月27日
定時株主総会

普通株式 173 30 平成25年３月31日 平成25年６月28日 利益剰余金
 

 

２．基準日が当第３四半期連結累計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当第３四半期連結会計期間の末

日後となるもの

該当事項はありません。

 

３．株主資本の金額の著しい変動

該当事項はありません。

 
Ⅱ 当第３四半期連結累計期間(自 平成26年４月１日 至 平成26年12月31日)

 

１．配当金支払額

決議 株式の種類
配当金の総額
(百万円)

１株当たり
配当額(円)

基準日 効力発生日 配当の原資

平成26年６月27日
定時株主総会

普通株式 173 30 平成26年３月31日 平成26年６月30日 利益剰余金
 

 

２．基準日が当第３四半期連結累計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当第３四半期連結会計期間の末

日後となるもの

該当事項はありません。

 

３．株主資本の金額の著しい変動

該当事項はありません。
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(セグメント情報等)

【セグメント情報】

Ⅰ 前第３四半期連結累計期間(自 平成25年４月１日 至 平成25年12月31日)

１．報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報

(単位:百万円)

 

報告セグメント
その他
(注)

合計
鉄構 土木 建築 計

売上高       

　外部顧客への売上高 29,592 18,812 7,895 56,300 6,854 63,154

　セグメント間の内部
　売上高又は振替高

412 229 0 642 409 1,051

計 30,004 19,041 7,896 56,942 7,263 64,206

セグメント利益又は損失(△) 194 266 △123 337 343 681
 

(注)　「その他」の区分は報告セグメントに含まれない事業セグメントであり、ソフトウェアの開発・販売、航空、

その他機械の販売、不動産売買・賃貸に関する事業等を含んでいます。

 

２．報告セグメントの利益又は損失の金額の合計額と四半期連結損益計算書計上額との差額及び当該差額の主な内

容（差異調整に関する事項）

(単位:百万円)

利益 金額

報告セグメント計 337

「その他」の区分の利益 343

セグメント間取引消去 7

全社費用(注) △1,031

その他の調整額 18

四半期連結損益計算書の営業損失(△) △324
 

(注) 全社費用は、主に報告セグメントに帰属しない一般管理費であります。

 

３．報告セグメントごとの固定資産の減損損失又はのれん等に関する情報

　該当事項はありません。
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Ⅱ 当第３四半期連結累計期間(自 平成26年４月１日 至 平成26年12月31日)

１．報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報

(単位:百万円)

 

報告セグメント
その他
(注)

合計
鉄構 土木 建築 計

売上高       

　外部顧客への売上高 35,599 19,484 13,118 68,202 8,119 76,321

　セグメント間の内部
　売上高又は振替高

570 255 29 855 395 1,250

計 36,170 19,739 13,147 69,057 8,514 77,572

セグメント利益又は損失(△) △1,018 396 1,252 631 670 1,301
 

(注)　「その他」の区分は報告セグメントに含まれない事業セグメントであり、ソフトウェアの開発・販売、航空、

その他機械の販売、不動産売買・賃貸に関する事業等を含んでいます。

 

２．報告セグメントの利益又は損失の金額の合計額と四半期連結損益計算書計上額との差額及び当該差額の主な内

容（差異調整に関する事項）

(単位:百万円)

利益 金額

報告セグメント計 631

「その他」の区分の利益 670

セグメント間取引消去 △257

全社費用(注) △1,181

その他の調整額 399

四半期連結損益計算書の営業利益 261
 

(注) 全社費用は、主に報告セグメントに帰属しない一般管理費であります。

 

３．報告セグメントごとの固定資産の減損損失又はのれん等に関する情報

　該当事項はありません。
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(１株当たり情報)

１株当たり四半期純損失金額（△）及び算定上の基礎は、以下のとおりであります。

 
前第３四半期連結累計期間
(自 平成25年４月１日
至 平成25年12月31日)

当第３四半期連結累計期間
(自 平成26年４月１日
至 平成26年12月31日)

１株当たり四半期純損失金額（△） △301.44円 △62.45円

 (算定上の基礎)   

 　 四半期純損失金額（△）(百万円) △1,718　 △355

   普通株主に帰属しない金額(百万円) ― ―

   普通株式に係る四半期純損失金額（△）(百万円) △1,718 △355

   普通株式の期中平均株式数(千株) 5,702 5,697
 

(注)　潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額については、１株当たり四半期純損失であり、また潜在株式が存

在しないため記載していません。

 

(重要な後発事象)

該当事項はありません。

 

２ 【その他】

該当事項はありません。
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第二部 【提出会社の保証会社等の情報】

 

該当事項はありません。
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独立監査人の四半期レビュー報告書
平成27年２月12日

川田テクノロジーズ株式会社

取締役会  御中

 

太陽有限責任監査法人
 

 

指定有限責任社員

業務執行社員
 公認会計士   泉  　　　 淳　　一   ㊞

 

 

指定有限責任社員

業務執行社員
 公認会計士   大　　兼　　宏　　章   ㊞

 

 

指定有限責任社員

業務執行社員
 公認会計士   金　　子　　勝　　彦   ㊞

 

 

当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている川田テクノロ

ジーズ株式会社の平成26年４月１日から平成27年３月31日までの連結会計年度の第３四半期連結会計期間(平成26年10月

１日から平成26年12月31日まで)及び第３四半期連結累計期間(平成26年４月１日から平成26年12月31日まで)に係る四半

期連結財務諸表、すなわち、四半期連結貸借対照表、四半期連結損益計算書、四半期連結包括利益計算書及び注記につ

いて四半期レビューを行った。

 

四半期連結財務諸表に対する経営者の責任

経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して四半期連結

財務諸表を作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない四半期連結財務諸

表を作成し適正に表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。

 

監査人の責任

当監査法人の責任は、当監査法人が実施した四半期レビューに基づいて、独立の立場から四半期連結財務諸表に対す

る結論を表明することにある。当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準

拠して四半期レビューを行った。

四半期レビューにおいては、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対して実施される質

問、分析的手続その他の四半期レビュー手続が実施される。四半期レビューの手続は、我が国において一般に公正妥当

と認められる監査の基準に準拠して実施される年度の財務諸表の監査に比べて限定された手続である。

当監査法人は、結論の表明の基礎となる証拠を入手したと判断している。

 

監査人の結論

当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認

められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、川田テクノロジーズ株式会社及び連結子会社の平成26年12月31日

現在の財政状態及び同日をもって終了する第３四半期連結累計期間の経営成績を適正に表示していないと信じさせる事

項がすべての重要な点において認められなかった。

 

利害関係

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

以  上

 
 

(注) １．上記は四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（四半期報

告書提出会社）が別途保管しています。

２．XBRLデータは四半期レビューの対象には含まれていません。
 

 

EDINET提出書類

川田テクノロジーズ株式会社(E21955)

四半期報告書

20/20


	表紙
	本文
	第一部企業情報
	第１企業の概況
	１主要な経営指標等の推移
	２事業の内容

	第２事業の状況
	１事業等のリスク
	２経営上の重要な契約等
	３財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析

	第３提出会社の状況
	１株式等の状況
	(1)株式の総数等
	①株式の総数
	②発行済株式

	(2)新株予約権等の状況
	(3)行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等
	(4)ライツプランの内容
	(5)発行済株式総数、資本金等の推移
	(6)大株主の状況
	(7)議決権の状況
	①発行済株式
	②自己株式等


	２役員の状況

	第４経理の状況
	１四半期連結財務諸表
	(1)四半期連結貸借対照表
	(2)四半期連結損益計算書及び四半期連結包括利益計算書
	四半期連結損益計算書
	第３四半期連結累計期間
	四半期連結包括利益計算書
	第３四半期連結累計期間
	注記事項
	セグメント情報


	２その他


	第二部提出会社の保証会社等の情報
	監査報告書

